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FM 帯が混雑している首都圏での開局は困難（1）とされている。











































日本コミュニティ放送協議会によると 2009 年 9 月 11 日現在でコミュニ
ティ放送局の開局数は 245 局，うち運営局数は 232 局となっている。局数で
言えば，FM 放送局数の約 81％をコミュニティ放送局が占めている。
図表　2 － 1　放送局数の対前年度末増減表（2）
00ʼ 01ʼ 02ʼ 03ʼ 04ʼ 05ʼ 06ʼ 07ʼ 08
VHF 0 0 1 0 0 1 0 0 0
UHF 0 0 0 0 0 0 0 0 0
AM 0 0 1 0 0 1 0 0 0
FM（コミュニティを除く） 2 0 0 0 0 0 0 0 0
コミュニティ放送 7 13 11 4 9 13 15 14 9
短波 0 0 0 0 0 0 0 0 0
VHF+UHF・ラジオ放送 0 0 -1 0 0 -1 0 0 0
文字放送 -2 -3 0 0 0 0 0 0 0
特別衛星放送 18 0 0 0 -3 -4 -4 -3 0
一般衛星放送 -6 -4 -9 0 2 0 -3 -1 -7
ケーブルテレビ（自主放送） -14 4 10 36 -25 -18 -3 1 -1
ケーブルテレビ（有線役務利用放送）
（IP マルチキャストを除く） 0 0 1 6 1 4 1 2 1
ケーブルテレビ（IP マルチキャスト） 0 0 1 1 1 1 0 0 1
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図表 2 － 4 にも示してあるとおり，筆者が独自に調査した結果，ミュージッ
クバード（シェア 32％），J－WAVE（シェア 17％），スターデジオ（シェア
3％）という順位である。その他 30％では連携している FM 局からの相互供
図表　2 － 3　コミュニティ放送事業者市場規模の推移（4）

















図表 2－5　“T” 局 の配信受け状況














































図表 2－5　コミュニティ放送放送の設立理由（8）（平成 18 年調査）








図表 2－6　1 週間に 1 度でもラジオを聴いた人（N=2764）（9）
図表 2－7　平日 1 日当たりの聴取局数（N=1742）（10）
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ある。1955 年ではラジオ広告費が 98 億円であるのに対し，テレビは 9 億円












放送の下部組織的な役割を持って生まれた。①電波法第 7 条第 6 項の規定に
基づく資料の提出が不要になり，②「毎日の放送の義務化」が「できるだけ
毎日放送を行うこと」に緩和された。既に見たように，コミュニティ（地域）
に密着して，出力は県域放送の半分以下である 20W 以下に制限された FM
電波（正確には超短波である VHF：Very High Frequency）を発信する放送
局である。現在国内には約 200 局が存在している。年間に開局と廃局がほぼ
同数で行われ，総数では増減が均衡状態といえる。
—  144  —
コミュニティ放送に関する一考察（中根・塚本・野辺）
















































































もつながる。IT の恩恵にあずかれない地域や IT 操作に不慣れな高齢者に
とって不可欠な情報媒体になる可能性を秘めている。さらには，高齢化社会
と生涯教育の接点としても活用できる。NHK の外国語講座などは根強い人













































































































































































































A－2 商工会議所主導型 FM みっきぃ（兵庫県三木市）
FM うじ（京都府宇治市）等 4 14.3％
????B－1 地元企業主導型 FM キタ（阪急阪神グループ）
YES-FM（吉本興業）等 7 25.0％
B－2 地元メディア主導型 京都リビング FM（サンケイ新聞）等 1 3.6％
B－3 地元大学主導型 FM ハイホー（西大和学園） 1 3.6％
B－4
市民発起型
FM わいわい（神戸市長田区）等 2 7.0％
NPO 型 C 京都三条ラジオカフェ（京都市中央区） 1 3.6％
合　計 28 100.0




































































































































































 （1） しかし，2010 年 1 月 12 日にエフエム東京が八王子に 80.5MHz の中継局を開局
している。
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 （2） 『情報通信白書（平成 21 年版）』（161 ページ）のデータより算出した。
 （3） 前掲書及び内閣府発表資料を元に作成した。
 （4） 前掲書を元に作成した。
 （5） 第一興商㈱が運営する CS デジタルラジオ放送サービスの名称である。
 （6） 筆者が各局のタイムテーブルや公表資料を元に調査した結果による。
 （7） 空中線電力を指す。比較として挙げると，東京 FM や J－WAVE の場合は
10kW，FM 横浜の場合は 5kW で送信している。
 （8） 船津衛「コミュニティ・メディアの現状と課題」（『放送大学研究年報』第 24
号（2006 年）より作成した。
 （9） ビデオリサーチ首都圏ラジオ調査（2008 年 6 月 9 日～ 22 日）による。
 （10） 前掲調査による。
 （11） TBS ラジオ，文化放送，ニッポン放送，ラジオ NIKKEI，InterFM，TOKYO 
FM，J－WAVE，朝日放送，毎日放送，ラジオ大阪，FM COCOLO，FM802，
FM OSAKA の各民放ラジオ局は，2010 年 2 月 24 日 IP サイマルラジオ協議会を
とおして各ラジオ局の放送をパソコンで聴取できるサイマルラジオの実用化試
験配信を同年 3 月 15 により始めると発表している。
 （12） ビデオリサーチ「3 大都市圏ラジオ調査におけるプロフィールデータ比較」（『ビ
デオリサーチダイジェスト」2007 年 6 月号），「首都圏ラジオ調査－最近の聴取
動向について－」（『ビデオリサーチダイジェスト』2008 年 7 月号）。
 （13） http://www.dentsu.co.jp/marketing/koukokudata.html，「日本の広告費」，アクセ
ス日：2010 年 2 月 10 日。




紀要』No.30，2007 年），81 ～ 87 ページ。
 （16） 岩佐淳一「地域における市民の情報発信活動とその影響」（『常陽 ARC』2006
年 9 月号），.16 ページ。
 （17） 小内純子「コミュニティ FM 放送局の全国的展開と北海道の位置」（『社会情報』
Vol.12，No.2，2003 年），12 ページ。
 （18） 近勝彦・山口巧・江幡雅子「コミュニティー FM の発展と課題－多メディア化・
マルチメディア化へ向かう情報空間の中で－」，『情報文化学会予稿集』，1996
年，.24 ページ。
—  158  —
コミュニティ放送に関する一考察（中根・塚本・野辺）
 （19） 小内，前掲書，1 ページ。
 （20） 吉次由美「これからのテレビに期待されること」（『放送研究と調査』2009 年 9
月号，30 ページ。




 （24） 内閣府『国民生活白書（平成 19 年版）』，35 ページ。
 （25） 船津，前掲書，25 ページ。
 （26） 船津，前掲書，26 ページ。
 （27） 浅田繁夫「日本におけるコミュニティ FM の構造と市民化モデル」（『創造都市
研究』3 巻 1 号，2008 年，7 ページ。
 （28） 『日本経済新聞』1993 年 12 月 2 日付。
 （29） 『日本経済新聞』1995 年 7 月 24 日付。
 （30） Wikipedia
 （31） 浅田，前掲書，11 ページ。
 （32） 中田実「地域社会システムと情報ニーズ」（林上編『高度情報化の進展と地域
社会』大明堂，1996 年，11 ページ。
 （33） 小内，前掲書，2 ページ。
 （34） 小内，前掲書，6 ～ 7 ページ。
 （35） 牛山佳菜代他「日本の地域メディアにおける地域情報形成過程に関する考察」
（東京経済大学『コミュニケーション科学』第 22 号，2005 年，220 ページ。
 （36） 牛山他，前掲書，221 ページ。
 （37） 岩佐淳一，「地域における市民の情報発信活動とその影響」（『ARC』2006年9月号，
15 ページ。
 （38） 岩佐，前掲書，15 ページ。
 （39） 牛山他，前掲書，224 ページ。
 （40） 坂田謙司「コミュニティ FM によるインターネット放送」（『マス・コミュニケー
ション研究』No.62，2003 年，136 ページ。
 （41） 高橋健太郎・林剛史「地域情報化における CATV の役割」（江戸川大学『情報
と社会』1992 年，1 ページ。
 （42） 高橋・林，前掲書，21 ページ。
